





























































































減効果は 79人とされている（高浜市 2015 b : 96）（6）。
この後，高浜市では改革の対象範囲を行政組織内部から地域社会全体へ拡大した「構造改革





























1.03（全国平均 0.51），財政構造の弾力性を示す経常収支比率は 93.2％（全国平均 92.8％），
人口一人当たりの人件費・物件費等の決算額は 96,713円（全国平均 124,290円），将来負担
比率は 0.0％（全国平均 33.7％），公債費負担比率は△0.4％（全国平均 6.4％），人口千人当た
り職員数は 4.61人（全国平均 7.91人），ラスパイレス指数は 98.5（全国平均 99.1）であり，
総合的にみて健全な財政運営と定員管理がなされており，これまでの構造改革の効果が確認で










を構築する取組みが注目されるようになった（山崎 2009 : 5-11）。「一定の社会関係を基礎と






















するための協議・調整・対応を行う場として機能している（高浜市 2011 b : 5-7）（図 1参
照）。



























2011年 4月 「高浜市自治基本条例」施行／「第 6次総合基本計画」開始
2015年 4月 「高浜市まちづくり協議会条例」施行



















（出典）（特定非営利活動法人高浜南部まちづくり協議会 2017 b : 6図表）を基に筆者一部修正。



























































が，高齢化が進むなか 2035年には市民の 4人に 1人が 65歳以上となる一方，2030年までに
は生産年齢人口が減少に転じ今後は老年人口のみが増加するものと見込まれている（高浜市
2016 a）。そのため，経済規模の縮小，高齢化の進展に伴う医療・介護に要する費用や扶助費





は 522.5億円，毎年の更新費用は 13.1億円に達するものと見込まれる（高浜市 2012 : 2章
12）。
さらに，③地域内分権では，まちづくり協議会の設立から 10年以上の時間が経過し，活動
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の中心となるコアメンバーの高齢化（平均年齢は 65歳以上）が進むなか，担い手となる人材


































































































（https : //www.city.takahama.lg.jp/life/4/33/）を参照（2020年 5月 1日閲覧）。人口及び世帯数は
2020年 5月 1日現在の数値（高浜市役所ホームページ（高浜市の人口）
（https : //www.city.takahama.lg.jp/soshiki/shimin/2463.html））を参照（2020年 5月 1日閲覧）。
⑸ 自治体における行政改革の現状に関し，総務省ホームページ（地方公共団体の行政改革等）
（https : //www.soumu.go.jp/iken/main.html）を参照（2020年 5月 1日閲覧）。
⑹ いずれも 2014年度の数値である。高浜市総合サービス株式会社の営業開始（1995年）以降，市の




上高は 578,667,464円，当期純利益は 3,492,358円，従業員数は 257名である（高浜市総合サービ
ス株式会社ホームページ（http : //www.katch.ne.jp/̃ts 213/kaisya-gaiyou/kaisya-top.html）（閲覧
日 2020年 5月 1日）。
⑺ 高浜市の「構造改革プロジェクト」の経緯と概要に関し，（森 2005 : 214-219）（安藤 2006 : 41-43）
（森 2007 : 14-18）（安藤 2008 : 36-38）（森 2010 : 18-24），（藏田 2011 : 52-74）を参照。
⑻ 構造改革プロジェクトにおける改革目標の達成度に関し高浜市（2011 a）を参照。
⑼ 全国 792市（2019年 6月時点）を対象とした調査において，高浜市の財政健全度は総合 21位
（収支 303位，弾力性 89位，財政力 83位，財政基盤 4位，将来負担 9位）とされる（東洋経済新
























（https : //www.city.takahama.lg.jp/soshiki/seisaku/2681.html）を参照（2020年 5月 1日閲覧）。
⒄ 市民予算枠事業の概要に関し，（高浜市 2016 c）（高浜市 2017 a），高浜市ホームページ（市民予算
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枠事業について）（https : //www.city.takahama.lg.jp/soshiki/seisaku/3122.html）を参照（2020





ームページ（https : //www.city.takahama.lg.jp/soshiki/bunka/1566.html）を参照（2020年 5月
1日閲覧）。
⒇ 高浜小学校整備事業の概要と経緯に関し，高浜市（公共施設のあり方検討について）ホームページ
（https : //www.city.takahama.lg.jp/soshiki/gakkou/1899.html）を参照（2020年 5月 1日閲覧）。
21 高浜市役所本庁舎整備事業の概要と経緯に関し，高浜市（公共施設のあり方検討について）ホーム
ページ（https : //www.city.takahama.lg.jp/soshiki/gyosei/1886.html）を参照（2020年 5月 1日
閲覧）。
22 まちづくり協議会の基盤を支える町内会の平均加入率も減少傾向にあるが，その要因の一つとして
20～30歳代の単身者世帯に未加入率が多いことが挙げられている（高浜市 2015 b : 56-60）。
23 高浜市においても公共施設のあり方（具体的には公民館の取り壊し）をめぐりその賛否を問う住民




















総務省（自治体戦略 2040構想研究会）（2018 a）「自治体戦略 2040構想研究会第一次報告～人口減少
下において満足度の高い人生と人間を尊重する社会をどう構築するか～」













高浜市（2015 a）「「まちづくり協議会」について知る。②」『広報たかはま』（2015年 2月 1日号）
高浜市（2015 b）「Next たかはま アシタのたかはま研究所研究レポート」
高浜市（2016 a）「高浜市人口ビジョン」
高浜市（2016 b）「高浜市公共施設総合管理計画」
高浜市（2016 c）「平成 30年度 市民予算枠事業交付金「地域一括交付型」の手引き」
高浜市（2017 a）「平成 30年度 市民予算枠事業交付金「地域一括交付型」の手引き」
高浜市（2017 b）「第 6次高浜市総合計画中期基本計画施策課題カルテ」






特定非営利活動法人高浜南部まちづくり協議会（2017 a）「第 12回通常総会資料」（2017年 5月 28
日）
特定非営利活動法人高浜南部まちづくり協議会（2017 b）「南部まち協の活動報告」
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〔付記〕
本論文は，筆者が研究分担者として参加した科学研究費助成事業：基盤研究（B）（一般）
（2016～2018），課題番号：16H03704「人口減少社会における持続可能な地域モデルの構築
に関する研究」に係る研究成果の一部である。
（おおやぶ としゆき 公共政策学科）
2020年 5月 11日受理
自治体経営の現状と課題（大藪俊志）
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